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発電を通じた地域活性化への挑戦

特集

　2011 年 3 月 11 日の東日本大震災から
早くも 10 年が経つ。しかし、震災から
10 年が経ちながら未だに生まれ故郷に
帰れない人々や、元の生活や生業を奪わ
れたまま戻れていない人々が存在する。
その主な要因となったのが福島第一原子
力発電所の事故である。事故は人々の原
子力発電に対する信頼を大きく揺るがす
ことになった。
　ただその一方で、地域で使う電力は地
域の資源を活用しながら自分たちでつく
るという考えが事故をきっかけとして
徐々に広がり、市民や地域が主体となっ
た再生可能エネルギーによる発電所の建
設や運営が全国各地でおこなわれるよう
になった。さらに 2016 年の電力自由化
にともない、大阪いずみ市民生協を先駆
として、各地の地域生協が電力小売事業
へ参入している。このような取組みの背
景には、組合員が再生可能エネルギーに
よって発電された電力を使用することを
通じて、社会に貢献したいという思いが
あると考えられる。
　また、昨年の菅政権による「カーボン
ニュートラル」宣言や、今年のCOP26
における宣言は世界が一丸となって気候
変動対策に取り組まなければならないこ
とを改めて浮き彫りにした。そしてそれ
は、電力をはじめ既存のエネルギー供給

や企業・産業活動のあり方に修正を迫り、
新しい社会の実現に向けて動き出すこと
を強く求めている。しかしその一方で、
CO2 の排出削減という点のみに捉われる
と、石炭火力発電所の削減・廃止へ向け
た動きが加速する代わりに、ベースロー
ド電源として原子力発電所の新設や再稼
働の推進という動きにつながる危険性も
考えられる。したがって、これからの社
会を考えるにあたって、これまでの大手
企業や大規模発電所に依存した電力シス
テムとは異なる電気の生産や流通の仕組
みについて改めて目を向ける必要がある
のではないだろうか。
　本号の特集では、このような問題意識
から、地域の資源を活用した発電事業が
地域経済や地域社会に対していかなるイ
ンパクトを与えているのかということを
念頭におきながら、これからのエネル
ギーの生産や消費のあり方について地域
経済や地域社会という文脈から考えてみ
たい。
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